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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 










 第一に 2005 年の衆議院選挙についての東京での調査から、誰が棄権するのかが調べられる。年齢や教育年数、社
会的ネットワークの効果とともに文化的自由主義が投票への不参加を促す効果があることが見いだされた。第二に小
泉と石原というポピュリスト的政治家の支持基盤が、2005 年の東京調査に基づき実証的に検討される。権威主義的
伝統主義的な人は自民党を支持するが、これは小泉支持、石原支持にはあてはまらない。彼らを支持する人は、ナシ
ョナリズム的で、経済的自由主義の人である。このため、高年齢層のみならず、若年層の支持もえて、広汎で厚い支
持が得られたのである。第三の分析は、2000 年の徳島での調査データから、吉野川可動堰をめぐる住民投票運動の
成功の要因を明らかにする。住民投票では高年層の多くは棄権し、若年層の多くが投票した。それは、政治的無力感
の強い保守層と反権威的意識の強い無党派層が投票した結果でもある。 
 産業社会から脱産業社会への社会変動によって、伝統的権威主義は衰退し、自由主義が浸透した。これによって投
票率は低下したが、一方で強いリーダーを求めるポピュリズム政治を生んだ。また他方では、住民投票のような底辺
民主主義を成り立たせる場合もある。 
 本研究は、５つの調査データを使い、多数の変数を手際よく分析に用いる一方で、５つの価値意識や政治文化論的
アプローチの理論的な検討も十分になされており、計量分析の論文として、高い水準にある。また、政治に関する計
量分析は、投票行動にとどまりがちであるが、社会変動を視野に入れた価値観を導入することで、日本社会の変動の
一端をも描いているといえる。以上から、本論文は博士（人間科学）の学位にふさわしいものと判定する。 
